
○総括表
単位：千円

 ※表中（　　　）書きは、既提出の補正額を含んだ数字を示す。

 ※数字等多少変更することもある。

○一般会計歳出の概要

１．国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」に伴う事業の実施

住民税非課税世帯支援給付金

給付額　一世帯あたり　７万円 千円

○一般会計の主な内容

（　歳　出　の　明　細　）
単位：千円

職員人件費

[物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]

[物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金]

令和５年１２月市議会定例会追加提案資料
（令和５年度補正予算関係）

区　　分 現計予算額 １２月補正額 計

特　別　会　計
(72,313,500)

0
(72,313,500)

71,879,500 71,879,500

一　般　会　計
(143,021,698)

2,290,000
(145,311,698)

140,982,607 143,272,607

企　業　会　計
(68,518,000)

0
(68,518,000)

68,518,000 68,518,000

計
(283,853,198)

2,290,000
(286,143,198)

281,380,107 283,670,107

2,290,000

款 補　正　額 主　　　な　　　内　　　容

３ 民 生 費 2,290,000

・住民税非課税世帯等支援給付金給付費（福祉政策課） 2,290,000

400

住民税非課税世帯支援給付金給付事業費 2,289,600

住民税非課税世帯支援給付金　対象　32,000世帯

歳 出 合 計 2,290,000
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（　歳　入　の　明　細　）
単位：千円

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

款 補　正　額 主　　な　　内　　容

特
定
財
源

１ ６ 国庫支出金 2,290,000 ・住民税非課税世帯等支援給付金給付費 2,290,000

住民税非課税世帯支援給付金給付事業費

特 定 財 源 計 2,290,000

歳 入 合 計 2,290,000
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